
資料２

医療計画の概要について



趣旨

医療計画制度について

○ 各都道府県が、厚生労働大臣が定める基本方針に即して、かつ、地域の実情に応じて、当該都道府県にお

ける医療提供体制の確保を図るために策定。

○ 医療提供の量（病床数）を管理するとともに 質（医療連携・医療安全）を評価

趣旨

○ 医療提供の量（病床数）を管理するとともに、質（医療連携 医療安全）を評価。

○ 医療機能の分化・連携（「医療連携」）を推進することにより、急性期から回復期、在宅療養に至るまで、

地域全体で切れ目なく必要な医療が提供される「地域完結型医療」を推進。

○ 地域の実情に応じた数値目標を設定し PDCAの政策循環を実施○ 地域の実情に応じた数値目標を設定し、PDCAの政策循環を実施。

記載事項

○ 四疾病五事業（※）に係る目標、医療連携体制及び住民への情報提供推進策

○ 居宅等における医療の確保 ○ 医師、看護師等の医療従事者の確保 ○ 医療の安全の確保

○ 二次医療圏、三次医療圏の設定 ○ 基準病床数の算定 等

※ 四疾病五事業･･･四つの疾病（がん、脳卒中、急性心筋梗塞、糖尿病）と五つの事業（救急医療、災害時における医療、へき地の医療、
周産期医療、小児医療（小児救急医療を含む））をいう。

【 基準病床数制度 】

◇ 二次医療圏等ごとの病床数の整備目標であるとともに、そ
れを超えて病床数が増加することを抑制するための基準と
なる病床数（基準病床数）を算定

【 医療連携体制の構築・明示 】

◇ 四疾病五事業ごとに、必要な医療機能（目標、医療機関
に求められる事項等）と各医療機能を担う医療機関の名称
を医療計画に記載し 地域の医療連携体制を構築なる病床数（基準病床数）を算定。

◇ 基準病床数制度により、病床の整備を病床過剰地域から
非過剰地域へ誘導し、病院・病床の地域偏在を是正。

を医療計画に記載し、地域の医療連携体制を構築。

◇ 地域の医療連携体制を分かりやすく示すことにより、住
民や患者が地域の医療機能を理解。



地域完結型医療の実現

医療機能の分化 連携（「医療連携 ）を推進することにより 急性期から回復期 在宅療養に至るまで

生活習慣病の増加など
疾病構造の変化

医療資源（介護、福祉含む）を
有効活用する必要性

医療機能の分化・連携（「医療連携」）を推進することにより、急性期から回復期、在宅療養に至るまで、

地域全体で切れ目なく必要な医療が提供される「地域完結型医療」を推進。

○ 都道府県は、四疾病五事業ごとに、必要な医療機能と各医療機能を担う医療機関の名称を

医療計画に記載し、地域の医療連携体制を構築

○ 地域の医療連携体制を分かりやすく示すことにより、住民や患者が地域の医療機能を理解
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医療計画の基本方針（大臣告示）等について

【法第30条の４第１項】

都道府県は基本方針に即して、かつ地域

の実情に応じて医療計画を定める。

【法第30条の３】

厚生労働大臣は基本方針を定める。

医療提供体制確保の基本的考え方

基 本 方 針【大臣告示】

情 医 計画 。

医 療 計 画

○疾病・事業ごとの医療体制
・ がん
・ 脳卒中

急性心筋梗塞

【法第30条の８】

厚生労働大臣は、技術的事項について必要な助言ができる。
・ 急性心筋梗塞
・ 糖尿病
・ 救急医療
・ 災害時における医療

き地の医療

厚生労働大臣は、技術的事項に いて必要な助言ができる。

医療計画作成指針【局長通知】

・ へき地の医療
・ 周産期医療
・ 小児医療(小児救急含む)

○居宅等における医療

医療計画の作成
○留意事項

○内容、手順 等

○居宅等における医療

○医療従事者の確保

○医療の安全の確保

施設 整備 標
疾病・事業別の医療体制

疾病又は事業ごとの医療体制について
【課長通知】

○施設の整備目標

○基準病床数 等

○ 求められる医療機能
○ 構築の手順 等



概 要

医療圏について

○都道府県は、医療計画の中で、病院の病床及び診療所の病床の整備を図るべき
地域的単位として区分する医療圏を定めることとされている。

概 要

二次医療圏三次医療圏
３４９医療圏（平成２２年４月１日現在）５２医療圏（平成２２年４月１日現在） ３４９医療圏（平成２２年４月１日現在）５２医療圏（平成２２年４月１日現在）

※都道府県ごとに１つ
北海道のみ６医療圏

【医療圏設定の考え方】

【医療圏設定の考え方】
一体の区域として病院等における入院に係る医療
を提供することが相当である単位として設定。その

都道府県の区域を単位として設定
ただし、都道府県の区域が著しく広いことその他特別な事
情があるときは、複数の区域又は都道府県をまたがる区

域を設定することができる。

を提供することが相当である単位として設定。その
際、以下の社会的条件を考慮する。

・地理的条件等の自然的条件
・日常生活の需要の充足状況
・交通事情 等域を設定することができる。 ・交通事情 等

特殊な医療を提供 一般の入院に係る医療を提供

（例）
① 広範囲熱傷 指肢切断 急性中毒等の特に専門性の高い救急医療（高度救命救急センタ など）

特殊な医療とは･･･

① 広範囲熱傷、指肢切断、急性中毒等の特に専門性の高い救急医療（高度救命救急センターなど）
② 経皮的カテーテル心筋焼灼術、腎移植等の先進的技術を必要とする医療（都道府県がん診療連携拠点病院など）
③ 高圧酸素療法、持続的血液濾過透析等特殊な医療機器の使用を必要とする医療
④ 先天性胆道閉鎖症等発生頻度が低い疾病に関する医療 等



規模別にみた二次医療圏（人口・面積）

○ 二次医療圏間の人口の最大格差は １０３ ６倍 ※島しょ部を除く○ 二次医療圏間の人口の最大格差は、１０３．６倍 ※島しょ部を除く。

→2,534,176人（大阪市医療圏） / 24,461人（南部Ⅱ医療圏・徳島県）

○ 二次医療圏間の面積の最大格差は、９９．８倍 ※北海道を除く。

→ ４１ ８８㎢ （尾張中部医療圏・愛知県） / ４１７７ ５９㎢（飛騨医療圏・岐阜県）

医療圏数

→ ４１．８８㎢ （尾張中部医療圏 愛知県） / ４１７７．５９㎢（飛騨医療圏 岐阜県）

医療圏数
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出 典 ： 平成２１年度人口動態（市区町村別）

平成２１年全国都道府県市区町村別面積調（国土地理院技術資料）
二次医療圏 ： ３４８医療圏（平成２０年４月時点）



人口１０万人当たり病院数、人口１０００人当たり病院病床数 （二次医療圏）

○ 人口１０万人当たりの病院数は 全国平均で６ ９施設○ 人口１０万人当たりの病院数は、全国平均で６．９施設。
○ 病院数が５以上１０未満の二次医療圏が最も多く、１９０圏。

○ 人口１０００人当たりの病院病床数は、全国平均で１２．７床。
○ 病院病床数が１０以上１５未満の二次医療圏が最も多く １３９圏
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（圏）

○ 病院病床数が１０以上１５未満の二次医療圏が最も多く、１３９圏。
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出 典 ：平成２０年医療施設調査、平成２１年度人口動態（市区町村別）
二次医療圏 ：平成２０年４月時点 ３４８圏



人口１０万人当たり診療所数（二次医療圏） 人口１０万人当たりの従事医師数（二次医療圏）

○ 人口１０万人当たりの診療所数は、全国平均で７８施設。
○ 診療所数が７０以上８０未満の二次医療圏が最も多く、８７圏。

（圏）

○ 人口１０万人当たりの従事医師数の平均は２１４名であり、
平均に満たない二次医療圏が全体の約８割を占める。
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出 典 ：平成２０年医療施設調査、平成２１年度人口動態（市区町村別）
平成２０年医師・歯科医師・薬剤師調査（厚生労働省）
住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数（平成21年3月31日現在）（総務省）

二次医療圏 ：平成２０年４月時点 ３４８圏



医療機器設置台数（二次医療圏）
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規模別にみた二次医療圏ごとの流出患者割合（人口・面積）

○ 人口規模が５０万～１００万人の二次医療圏において、流出患者数が総患者数に占める割合は１９．６％○ 人口規模が５０万 １００万人の 次医療圏において、流出患者数が総患者数に占める割合は１９．６％
で最も低く、人口規模が３万人以下の２次医療圏では６６．７％で最も高くなっている。

○ 面積規模が１００㎢未満の二次医療圏からの流出患者数が総患者数に占める割合は４９．２％で最も高
く、２０００㎢以上の２次医療圏では１１．８％で最も低くなっている。
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出 典 ： 平成２０年患者調査、平成２１年度人口動態（市区町村別）、
平成２１年全国都道府県市区町村別面積調（国土地理院技術資料）

二次医療圏 ： 平成２０年４月時点 ３４８圏
総 患 者 数 ： 当該二次医療圏を住所地とする患者の総数



医療法の改正の主な経緯について

改正年 改正の趣旨等 主な改正内容等

昭和２３年
医療法制定

終戦後、医療機関の量的整備が急務とされる中で、医療
水準の確保を図るため、病院の施設基準等を整備

○病院の施設基準を創設

昭和６０年
第一次改正

医療施設の量的整備が全国的にほぼ達成されたことに伴
い、医療資源の地域偏在の是正と医療施設の連携の推進を
目指したもの。

○医療計画制度の導入
・二次医療圏ごとに必要病床数を設定

目指したもの。

平成４年
第二次改正

人口の高齢化等に対応し、患者の症状に応じた適切な医
療を効率的に提供するための医療施設機能の体系化、患者
サービスの向上を図るための患者に対する必要な情報の提
供等を行 たも

○特定機能病院の制度化
○療養型病床群の制度化

供等を行ったもの。

平成９年
第三次改正

要介護者の増大等に対し、介護体制の整備、日常生活圏
における医療需要に対する医療提供、患者の立場に立った
情報提供体制、医療機関の役割分担の明確化及び連携の促

○診療所への療養型病床群の設置
○地域医療支援病院制度の創設
○医療計画制度の充実情報提供体制、医療機関の役割分担の明確化及び連携の促

進等を行ったもの。
○医療計画制度の充実
・二次医療圏ごとに以下の内容を記載

地域医療支援病院、療養型病床群の整備目標
医療関係施設間の機能分担、業務連携

平成１２年 高齢化の進展等に伴う疾病構造の変化等を踏まえ、良質 ○療養病床、一般病床の創設
第四次改正 な医療を効率的に提供する体制を確立するため、入院医療

を提供する体制の整備等を行ったもの。
○医療計画制度の見直し
・基準病床数へ名称を変更

平成１８年
第五次改正

質の高い医療サービスが適切に受けられる体制を構築する
ため、医療に関する情報提供の推進、医療計画制度の見直し

○都道府県の医療対策協議会制度化
○医療計画制度の見直し第五次改正 ため、医療に関する情報提供の推進、医療計画制度の見直し

等を通じた医療機能の分化・連携の推進、地域や診療科によ
る医師不足問題への対応等を行ったもの。

○医療計画制度の見直し
・４疾病５事業の具体的な医療連携体制を位置付け


